
年金積立金管理運用独立行政法人における不要財産の譲渡 

及び国庫納付について 
 

 

１.譲渡及び国庫納付する不要財産 

登記印紙  １９，１１１，６００円 

 

２．不要財産と認められる理由 

旧年金資金運用基金より登記印紙を承継したが、年金積立金管理運用独立行政法人

においては、５年間で１０万円程度の使用に留まっており、今後の使用見込みがない

ため。 

 

３．譲渡する理由 

土地、建物及びその従物以外の国庫納付については、譲渡収入により納付する方針

が示されており、これに準じているため。（「独立行政法人不要財産の納付方法につい

て（一般会計納付財産に係る財務大臣協議対応方針））」（平成 22 年 9 月 29 日付財務

省主計局、財務省理財局）） 

 

４． 国庫納付の時期（予定） 

平成２３事業年度以降の利益剰余金確定後 

 

 

＜参考＞ 

不要財産の国庫納付の状況報告 

独立行政法人整理合理化計画（平成１９年１２月２４日閣議決定）において、「日野

宿舎等（２件）の存廃について検討し、事務所移転時を目途に結論を得る。」と定めら

れ、第２期中期計画において「現在保有する全ての宿舎（日野宿舎（横浜市）及び行

徳宿舎（市川市））を売却する。」と決定した職員宿舎については、以下の状況となっ

ている。 

 

（１）日野職員宿舎 

日野職員宿舎については、平成２２年１２月に売買契約を締結し、平成２３年１

月に当該物件の引渡を行った。 

 

不要財産の内容 帳簿価額（平成 21 事業年度末） 

日野職員宿舎（土地２９８．６７㎡） 

（建物２００．８２㎡） 

６４，２００，０００円 

３，２５１，２００円 

 

① 国庫納付の方法 

譲渡収入 ６７，１００，０００円 
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② 国庫納付の時期（予定） 

平成２２事業年度の損益処理確定後 

 

（２）行徳職員宿舎 

行徳職員宿舎については、現在売却手続き中であり、譲渡収入については、平

成２３事業年度以降の利益剰余金確定後に納付する予定である。 

 

不要財産の内容 帳簿価額（平成 22 事業年度末） 

行徳職員宿舎 （土地１，６６１.００㎡） 

（建物・構築物９９８．２９㎡） 

５３９，０００，０００円 

３０，５４８，９１０円 
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